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⑨ 商標権者自身の使用 

証明商標の商標権者は、自己の提供に係る商品に当該証明商標を使用してはならない(弁

法第 20 条)。 

⑩ 商標権者の管理義務違反への制裁 

証明商標の商標権者は、当該商標の使用に対し有効な管理又は制御を行わず、当該商標

を使用する商品がその使用管理規則の要件に達せず、消費者に対し損害を与えた場合は、

工商行政管理局が期限を定めて是正を命じる。是正に応じないとき場合は、不法所得額の

3 倍以下の罰金に処すことができる（弁法第 21 条）。 

商標実施条例第 6 条（第三者の正当な使用の承認）、弁法第 20 条(証明商標権者自身の使

用の禁止)に違反した場合は、工商行政管理局が期限を定めて是正を命じる。是正に応じな

いとき場合は、不法所得額の３倍以下の罰金に処すことができる（弁法第 22 条）。 

（７） 韓国 

（ⅰ） 概要 

 韓国においては、地理的表示は複数の制度により保護されている。すなわち、(1)地理的

表示団体標章制度による保護、(2)農産品品質管理法及び水産物品質管理法による保護であ

る。加えて、(1)に関しては、現在、地理的表示証明標章制度について商標法の改正法律案

が国会に提出されている。また、(2)は地理的表示の特有の保護制度ということができよう。 

本資料においては、地理的表示証明標章制度について、現時点で得られた情報を基に記述

する。 

(ⅱ) 証明標章制度による地理的表示の保護（改正法律案90） 

① 「地理的表示証明標章」の定義 

 改正法律案では、新設する「証明標章」とともに「地理的表示証明標章」についても定

義する。すなわち、改正法律案第 2 条第 1項第 4号の 2では、地理的表示証明標章を「商

品の品質、原産地、生産方法やその他の特性の証明を業とする者が商品の生産・製造又は

加工を業とする者の商品が定められた地理的特性を満たすことを証明するところに使用さ

                                            
90 2008 年 10 月 13 日提出立法予告(議案番号 1518)「商標法の一部改正法案」（資料編Ⅳ－８ Ｉ．２．（１）参照）。 
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せるための地理的表示からなる証明標章をいう。」と定義している91。 

② 保護対象となる標章の態様 

 改正法律案においては、特段規定されておらず、下位法令及び審査基準の案も公表され

ていないので、現時点では不明である92。 

③ 出願人の主体要件 

 証明標章を登録できるのは、商品や役務の品質、原産地、生産方法やその他の特性を業

として証明し管理できる者である93。ただし、自分の営業に関する商品や役務に使用しよ

うとする場合には証明標章の登録を受けることはできない(改正法律案第3条の3第1項)。 

また、通常商標・サービスマーク・団体標章・業務標章の登録を受けた者は、当該標章と

同一又は類似の標章を当該指定商品・役務と同一又は類似のものに対して、証明標章の登

録を受けることはできない(同条第 2項)。 

④ 出願書類 

地理的表示証明標章の登録出願には、願書に加えて、以下の書類の提出が求められる(改

正法律案第 9 条第 5項)。 

(a)大統領令で定める証明標章の使用に関する事項を定めた書類（法人である場合は定款、

法人でない場合は規約） 

(b)証明しようとする商品又は役務の品質、原産地、生産方法その他の特性を証明し管理

できることを立証する書類 

                                            
91 また、「地理的表示」については、現行商標法第 2条第 1項で「『地理的表示』とは、商品の特定品質、名声又はその

他の特性が本質的に特定地域によるものである場合に、その地域で生産、製造又は加工された商品であることを表す表

示をいう。」と定義している。 
92 資料編Ⅳ－８ Ⅰ．２．（３）d)。なお、現行の地理的表示団体標章制度の保護対象となる標章は、ｱ)地理的標章のみ

から構成された標章又はｲ)地理的表示と商品名を結合した標章の外、ｳ)当該地理的表示の使用に一般的に伴うことがで

きる共通の紋様・ロゴ・図形又は出願人の名称を標章の構成部分として含む場合、ｴ)非地理的名称（エッフェル塔）な

どから構成されているが地理的名称を直ぐに連想させる場合、ｵ)原産地国家で地理的表示として保護されていることを

証明した地理的表示と同一な標章である場合も、地理的表示の定義に合致するものとみなしている(商標審査基準第 50

条の 4第 1項) 
93 改正法律案においては法人の要件が課されていないので、自然人でも権利者となり得ると見られ、従来の地理的表示

団体標章よりも出願人適格が緩和されているとみられるが、これに関しては、地理的表示証明標章は証明標章とは異な

り、出願人適格を地方自治体や政府団体などに制限し商品の品質基準と統制が維持されるようにすべきであるとする意

見もある（資料編Ⅳ－８ Ⅰ．２．（３）b））。韓国特許庁の立場でも未だ一貫した見解が確立しておらず、米国と同様に

対象を制限せずに自然人であっても管理・統制能力がある者に対しては登録をみとめるべきという見解と、持続的・合

理的に管理・監督する能力を備えた法人又は団体と厳しく制限すべきとの見解がある模様である（資料編Ⅲ－２ （ 国

内ヒアリング－中川博司弁理士）１．（１）） 
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⑤ 使用規則 

(a) 使用規則の記載項目 

改正法律案をみる限り、証明標章の使用に関する基準の記載項目についての記述は発見

できなかった。 

(b) 使用規則の公開 

改正法律案では、証明標章の使用に関する定款等が公告されるかどうかについては、明

確な規定はない94。 

⑥ 審査 

(a) 登録出願の審査 

地理的表示証明標章の登録出願の審査は、通常の商標登録出願に適用される登録要件95

に加えて、以下についても審査される(改正法律案第 23 条第１項第 4 号～第 8 号)。 

(ｱ)地理的表示証明標章の定義(第 2条第 1 項第 4 号の 2)との合致(第 4 号)。 

(ｲ)大統領令で定める証明標章の使用に関する事項の記載の有無(第 6号)。 

(ｳ)出願人の主体要件（業として証明し管理できる能力、自己の営業には使用しないこと）

を満たしていること(第 7号)。 

(ｴ)証明標章を使用できる商品を生産・製造・加工又は販売することを業として営む者や

役務を営む者に対して、正当な事由由なしに定款又は規約で使用を許諾しない、又は

定款若しくは規約に満たし難い使用条件を既定する等、実質的に使用を許諾しないこ

とはないか(第 8号)。 

(b) 使用規則の審査 

                                            
94 証明標章は団体標章とは異なり、証明標章登録出願書に添付した定款又は規約を公開することによって、登録された

証明標章が証明標章の使用に関する要件を満たす者であれば何人でも差別なく使用することができるよう利用を図る方

向にしており、また当該定款・規約が公開された場合には、第三者は当該書類を検討した上で、証明標章登録出願が登

録できるか否かに対する異議申立てを行うことも可能であろう、との韓国特許庁の見解がある一方で、改正法律案に明

文の規定がないことから公告されない、という見解もとり得るとの報告もある（資料編Ⅲ－２ （国内ヒアリング－中

川博司弁理士）１．（２）参照。 
95 現行法の第 6 条第 3 項では、「商標法第 6条第 1 項第 3 号（産地に限る）又は第 4号の規定に該当する標章であっても、

その標章が特定商品について地理的表示である場合には、その地理的表示を使用した商品を指定商品として地理的表示

団体標章登録を受けることができる。」旨規定しているが、改正法律案第 2条第 4項では「地理的表示証明標章に関して

は、この法で特別に規定したことを除いてはこの法のうち、地理的表示団体標章に関する規定を適用する。」としている

ことから、上記第 6条第 3項の規定は、証明標章にも適用される、とする（資料編Ⅳ－８ Ⅰ．２．（１））。 



- 45 - 

 

 

改正法律案では明らかにされていない。韓国特許庁においても、ａ）認証マークである

ことから審査課の職権で審査することは困難であるとの見解と、ｂ）地理的表示団体標章

の審査において標章の使用に関する事項を定める定款の審査は審査官の職権で行われてお

り、商標法上特別に規定したものを除いては、地理的表示団体標章に関する規定が適用さ

れるとする改正法律案の規定(第 2 条第 4 項)などからも、職権により審査が行われるもの

とする二つの見解があるようである96。 

(c) 関係省庁への照会 

改正法律案には特段、規定されていない97。 

⑦ 権利の効力 

 改正法律案には明文の規定はないが、改正法律案第 2条第 3 項は、証明標章に関しては

この法で特別に規定したことを除いては商標に関する規定を適用するとし、同条第 4項は、

地理的表示証明標章に関しては、この法で特別に規定したことを除いては地理的表示団体

標章に関する規定を適用する、としていることから、権利の侵害に関しても、商標法上の

諸規定が準用されるものと予想されるとの報告98がある。なお、登録地理的表示団体標章

の権利の効力範囲は、登録標章に係る指定商品と同一の商品に限定される(現行法第 66 条

第 2項第 1号)。 

⑧ 第三者の正当な使用 

改正法律案には明文の規定はないが、上述のとおり、改正法律案第 2条第 4項により、

登録地理的表示証明標章の効力が及ばない範囲について規定する現行法第51条第2項第3

号（登録地理的表示団体標章の指定商品と同一の商品に使用する地理的表示で、当該地域

でその商品を生産、製造又は加工することを業として営む者が使用する地理的表示又は同

音異義語地理的表示についてはその効力は及ばない。）の規定が適用され得るとの報告99が

ある。 

⑨ 商標権者自身の使用 

                                            
96 資料編Ⅲ－２ （国内ヒアリング－中川博司弁理士）１.（３）参照。 
97なお、地理的表示団体標章については、特許庁長は、農産物品質管理法又は水産物品質管理法による地理的表示対象品

目について地理的表示団体標章が出願された場合、地理的表示の該当可否に関して農林部長官又は海洋水産部長官の意

見を聞かなければならない(現行法第 22 条の 2第 3 項)としている。 
98 資料編Ⅳ－８ Ⅰ.２．（３）f)参照。 
99 資料編Ⅳ－８ Ⅰ.２．（１）参照。 
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自己の営業に関する商品や役務に使用しようとする場合には証明標章の登録を受けるこ

とはできない(改正法律案第 3 条の 3 第 1 項)。また、証明標章権者が、上記条項に違反し

て証明標章を自己の商品又は役務に対して使用する場合は、何人も登録の取消しを請求す

ることができる(第 73 条第 1 項第 13 号）。 

⑩ 商標権者の管理義務違反への制裁 

証明標章において以下のいずれかに該当する場合は、標章登録の取消しの審判を請求する

ことができる(改正法案第 73 条第１項第 13 号) 

(a)証明標章権者が定款又は規約に違反して証明標章の使用を許諾した場合 

(b)証明標章権者が証明標章を自己の商品又は役務に対して使用した場合 

(c)証明標章の使用の許諾を受けた者が定款又は規約に違反し他人に使用させた場合又

は使用の許諾を受けた者が定款又は規約に違反して証明標章を使用することにより、

需要者に商品又は役務の品質、原産地、生産方法その他の特性に関して誤認を生じさ

せた場合（ただし、証明標章権者が使用の許諾を受けた者に対する監督に相当の注意

をした場合はこの限りではない）。 

(d)証明標章権者から使用の許諾を受けなかった第三者が証明標章を使用することによ

り需要者に商品又は役務の品質、原産地、生産方法その他の特性に関して誤認を生じ

させたにもかかわらず、証明標章権者が故意に相当な措置をとらなかった場合 

(e)証明標章権者が、当該証明標章を使用できる商品を生産・加工又は販売することを業

として営む者や役務を営む者に対して、正当な事由なしに定款又は規約で使用を許諾

しない、又は定款若しくは規約に満たし難い使用条件を既定する等、実質的に使用を

許諾しない場合 

 



 

-
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（８） 諸外国の状況一覧表
証明標章（米国） 証明商標（英国） 証明商標（豪州） 証明商標（中国） 地理的表示証明標章（韓国改正法案）

保護対象（態様）

Ａ：地理的用語のみ
Ｂ：実質的に地理的用語のみ
Ｃ：地理的用語と他の識別標識との組合せ
Ｄ：地理的用語ではない標章

地理的表示(文字)のみ
地理的表示＋図形(ロゴ)

実務上は、主としては、文字及び/又は図形か
らなり、地理的表示を含む又は含まなくてもよ
い。（海外調査）

地理的表示のみ、地理的表示＋商品名、地理
的表示＋図形、これらの組合せ、地理的表示＋
出願人の名称

（改正法案では不明→下位法令、審査基準）

地名のみの態様 可。登録は約２５～５０件。（資料編Ⅳ-2-2）
証明に係る商品・サービスを証明されていない
ものから識別できるものは登録可能(附則2第2
項、Manual2.1.4)

可であるが、極尐数。（資料編Ⅳ‐6‐2） 登録は４件。「崂山」、「肥城」など。 （改正法案では不明→下位法令、審査基準）

定義

文字、名称、シンボル若しくは図形又はそれら
の結合したものであり、商品やサービスの地域
的その他の出所、材料、製造方法、品質、適性
若しくは特徴を、又は商品・サービスに係る作業
又は労働がある連合体又は団体の構成員によ
りなされていることを証明するもの(45条)

証明商標が使用される商品・サービスについて
その原産地、原材料、製造方法若しくは提供の
方法、品質、精度又はその他の特徴が標章の
所有者によって証明されていることを表示する
標章(50条1項)

ある者又はその者によって承認された者が原産
地、材料又は製造方法を含め、品質、精度又は
その他の特徴について証明したものを上記証明
を受けていない他の商品又はサービスから識
別するために使用される標識(169条)

特定の商品又はサービスに対して監督能力を
有する組織が管理しており、当該組織以外の事
業単位又は個人がその商品又はサービスにつ
いて使用し、当該商品又はサービスの原産地、
原料、製造方法、品質又はその他の特定の品
質を証明する標章(3条3項）

「地理的表示証明標章」とは、商品の品質、原
産地、生産方法やその他の特性の証明を業と
する者が商品の生産・製造又は加工を業とする
者の商品が定められた地理的特性を満たすこと
を証明するところに使用させるための地理的表
示からなる証明標章をいう。
(改正案2条1項4号の2)

主体要件

・証明に責任を有する証明商標の所有者である
こと（法人格必要なし）(TMEP1306.04)
・通常は政府機関又は政府の許可を受けて運
営されている機関(TMEP1306.02(b))
　（特に上記Ａ及びＢの商標はその要請が強い
（海外調査）。）
・組合も主体となり得る（資料編Ⅳ-2-1等）

・法人格を有すること以外制約なし。
・通常は特定分野の標準を監視・維持する機関
　(Manual3.4.1)

・証明商標の権利者であると主張している者は
誰でも出願できる(27条)
・個人、大会社、中小企業、政府機関、公益団
体も可能（資料編Ⅳ‐6‐1）

①法により設立された組織であること
②当該証明商標により証明される特定の商品
の品質を監督する能力を備えていること
③出願することについて、当該地理的表示の示
す地域の人民政府又は業種主管部門の認可を
取得していること
④外国の出願人の場合は、当該地理的表示が
既にその名義により本国において法的保護を受
けていること(管理弁法6条、審査基準)

①商品・役務の品質、原産地、生産方法やその
　他の特性を業として証明し管理できる者
②自己の営業に関する商品・役務に使用しよう
　とする場合には登録を受けることができない。
　(改正案3条の3第1項)

提出書類

①商標の証明する特性等の説明(statement)
②使用基準(Standards)の写し
③適法な管理者であることの主張
④出願人自身は証明商標を使用していない旨
の説明(statement)
　(TMEP1306.06(f))

使用規則(Regulations governing the use of the
mark)
(附則2第6項)

使用規則(Rules governing the use of the trade
marks)の写し(173条1項)

①出願人の主体資格証明(管理弁法5条)
②出願人の監督・検査能力を証明する資料(同5
条)
③地域の人民政府等が登録出願権及び監督管
理権を付与した文書(同6条)
④地理的表示製品の品質・信望に関する資料
(同7条1号)
⑤商品の特定の品質が地域環境・人的要素に
より決定されることの説明(同2号)
⑥地域範囲の区分に関する資料(同3号)
⑦証明商標の使用管理規則(同11条）

①証明標章の使用に関する事項を定めた書類
　（法人であれば定款、法人でない場合は規約)
②証明しようとする商品の品質、原産地、生産
　方法やその他の特性を証明して管理できるこ
　とを立証する書類
　(改正案9条5項)

使用規則の記載項目
TMEP等を見ても詳述は発見できなかった。

ａ．標章の使用を許可された者
ｂ．標章により証明されるべき特徴
ｃ．認証機関が当該特徴を試験する方法及び
　標章の使用を管理する方法
ｄ．手数料
ｅ．紛争解決手続
　(附則2第6項)

ａ．使用が認められる商品・サービスの要件
b.．要件クリアの判断手順
ｃ．承認証明権者の特性
ｄ．使用の要件
ｅ．使用に関するその他の要件
ｆ．紛争解決手続
g．.ＡＣＣＣが要求するその他の事項
　(173条2項～4項)

ａ．証明商標を使用する目的
ｂ．商品の特定の品質
ｃ．証明商標を使用するための条件
ｄ．証明商標を使用するための手続き
ｅ．証明商標を使用する権利・義務
ｆ．使用規則に違反した場合の制裁
ｇ．商標権者の検査監督制度
（管理弁法11条）

（改正法案では不明→大統領令等）

審査

特許商標庁審査官
・通常の商標と同様の登録要件審査
・識別性の要件が求められるが、産地名である
との理由に基づいては拒絶されない
・形式審査：①商標の証明する特性等の説明、
②使用基準の写し
・反証のない限り受入れ：③適法な管理者であ
ることの主張、④出願人自身は証明商標を使用
していない旨の説明
　(TMEP1306.07)

知財庁登録官
①使用規則の審査(附則2第7項(1)(a))
　・要件具備
　・公序良俗
②証明能力(同第7項(1)(b))
③権利者が営業を行っている場合(同第4項)
④標章の特徴又は意味について公衆が誤認
　するおそれがある場合(同第5項(1))

(1)知財庁審査官：通常の審査(174条1項)
　　　　　　　　↓
(2)委員会（ＡＣＣＣ）
　①承認証明者の(管理者としての)特性の審査
　②使用規則の認証（不正競争とならないこと、
　　不合理でないこと、消費者を誤認させないこ
　　と；175条）（資料編Ⅳ‐6‐1)
　　　　　　　　↓
(3)知財庁審査官：証明に関する「識別力」の審
査(177条)

商標局審査官
①出願人の主体要件の審査：
  ・出願人の主体資格
　・出願人の監督能力
  ・(外国出願人の場合の)本国における法的保
護
②使用管理規則の審査：
　・特定の品質
　・商品の特定の品質、信望、その他の特徴と
当該地域の自然的要素、人的要素との関係
　・生産地域範囲
　　(審査基準第6部五)p104

知的財産庁審査官
①地理的表示証明商標の定義との合致
②証明標章の使用に関する事項の記載要件を
満たしていること
③出願人の主体要件（管理能力、自ら使用しな
いこと）を満たしていること
④証明標章を使用できる者に対して正当な理
由なく定款や規約で使用を許諾しないことはな
いか
　(改正案23条1項4～8項)
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証明標章（米国） 証明商標（英国） 証明商標（豪州） 証明商標（中国） 地理的表示証明標章（韓国改正法案）

使用規則の審査 反証のない限り受入れ 要件具備、公序良俗(附則2第7項(1)(a)) ＡＣＣＣによる審査
審査基準に従った証明資料を提出すれば、認
定されるといえる。（資料編Ⅳ‐7）

（改正法案では不明）

使用規則の公開（公
告）

・使用基準の写しは、公報に掲載（要旨）され、
　閲覧に供せられる。(資料編Ⅳ-2-2）

使用規則は公告される(同第9項)
2007年3月以降の出願から使用規則を公告
(規則16.12)

予備的査定された公告内容には、使用管理規
則の前文又は要約を含めなければならない(弁
法13条）

（改正法案では不明）

関係省庁への照会 関係省庁の意見を求めることはない。
海外調査先から明確な回答を得ることはできな
かった。（資料編Ⅳ‐3）

ＡＣＣＣの審査(通常6か月を要する。）
(資料編Ⅳ-6-1）

農産物の地理的表示については、農業部（地理
的表示技術審査機構）の意見を求め、かつ、農
業部が書面により意見を提出する。（資料編Ⅳ‐
7）

農産物、林産物、水産物等の地理的表示につ
いては、農業振興庁、山林庁、農林部に意見を
求める。（資料編Ⅳ-8）

権利の効力

・通常の商標権と同じ。
・登録証明商標の権利者は、他人による当該証
明商標の複製、偽造等の使用が混同又は錯誤
を生じさせ又は欺瞞するおそれがあるときは、
差止請求、損害賠償請求の権利を有する
(32,34,35条)
・希釈化防止

・通常の商標と同じ。(法50条(2))

・通常の商標権と同じ。
・商標権者は、登録に係る商品・サービスに関
し、当該証明商標を使用し、かつ、他人にその
使用を許可する排他権を有する(171条、120
条)。
・差止請求、損害賠償請求(126条)

・通常の商標権と同じ。
・登録された証明商標は、登録商標専用権が認
め
　られ(51条)、その侵害行為(52条）に対しては、
　差止め、損害賠償の請求(53条)が認められ
る。

・刑事責任(59条)

・通常の商標権と同じ。
・ただし、効力の範囲は同一の商品・役務のみ

第三者の正当な使用

・discriptive fair use doctorin(商標としてではな
い、記述的な表示としての使用)（資料編Ⅳ-2-
2）
・商標権者が、登録証明商標が証明する基準・
条件を満たす第三者に対して差別的に証明を
拒絶したときは、利害関係者の請求により、登
録取消し(14条5項)

・工業上又は商業上の公正な慣行に従った(特
　に地理的名称を使用する権原を有する者によ
　る)標識又は表示の使用を禁止する権原を有
　さない(附則2第3項(2))。
・出願において、使用規則の基準を満たす者の
　使用は認められる旨の宣言をしなければなら
　ない。(1938年法に基づく規則41(1))

何人も善意で、商品・サービスの原産地又はそ
の他の特徴を表示する標識を使用する場合
は、登録商標を侵害しない(122条1項(b))。

自らの商品が当該地理的表示標章を使用する
条件に合致する自然人、法人又はその他の組
織は、当該証明商標の使用を求めることがで
き、当該証明商表の管理組織は、それを承認し
なければならない。(実施条例6条2項)

・地理的表示団体標章権の効力範囲の制限と
同様に、地理的表示証明標章権についても51
条2項が適用され、効力範囲を制限する規定が
適用され得る。（資料編Ⅳ-8）

商標権者自身の使用
商標権者が自ら当該商品・サービスに従事の場
合は、請求により、登録取消し(14条5項)

商標権者が証明に係る商品・サービスの供給を
含む営業を行っている場合は、登録されない。
(同第4項)

商標権者は、証明商標の使用規則に従ってい
る場合に限り、当該証明商標を使用できる。
(171条)

自己の提供に係る商品に当該証明商標を使用
してはならない。(管理弁法20条)

①自己の営業に関する商品・役務に使用しよう
とする場合には、証明標章の登録を受けること
ができない。(改正案3条の第1項)
②証明標章権者が自らの商品・役務に使用した
場合は、登録取消しの請求ができる。
　(改正案73条1項13号)

商標権者の管理義務
違反への制裁

登録証明商標が、以下のいずれかに該当する
ときは、何人もその取消を請求することができ
る。(14条5項)
①権利者が当該商標の管理をしていない又は
　管理できない場合
②商標権者が自ら当該商品・サービスに従事
③商標権者が証明以外の使用を許可
④商標権者が証明基準を満たしている者を
　差別

以下の理由に基づき取り消すことができる(第15
項）
①商標権者が営業を開始した場合。
②標用の特徴又は意味について公衆を誤認さ
　せるおそれがある場合
③使用管理規約を遵守しなくなった、出来なく
　なった場合
④修正規約が所定要件を具備しなくなった場合
⑤商標権者が証明資格を失った場合

裁判所は、被害者から申請があったときは、以
下の理由に基づき証明商標の登録を取り消す
又は登録簿の内容を抹消若しくは補正するよう
命じることができる。(181条2項)
①商標権者又は承認証明者が証明権限を失っ
ている場合
②使用規則が公衆に有害な場合
③商標権者又は承認証明者が使用規則に従わ
ない場合

①証明商標の商標権者は、当該商標の使用に
対し有効な管理又は制御を行わず、当該商標
を使用する商品がその使用管理規則の要件に
達せず、消費者に対し損害を与えた場合は、違
法所得の３倍以下の過料に処す。
　(管理弁法21条)

②使用者の届出、証明商標を使用することが出
来る者、証明商標権者の使用に関する規定に
違反し、是正命令に応じなかった場合は、違法
所得額の3倍以下の過料に処す(同22条)

以下のいずれかに該当する場合は、商標登録
の取消しの審判を請求できる。(改正案73条1項
13号)
①証明標章権者が定款・規約に違反して証明
標章の使用を許諾した場合
②証明標章権者が自らの商品・役務に使用した
場合
③使用許諾を受けた者が定款・規約に違反して
証明標章を使用して需要者に商品の品質、原
産地
　等について誤認を生じさせた場合
④許諾を受けない第三者が証明標章を使用し
たことにより需要者に誤認を生じさせたにも関わ
らず、　証明標章権者が故意に相当の措置をと
らなかった場合
⑤証明標章を使用できる者に対して正当な理
由なく定款や規約で使用を許諾しない場合

登録事例 PROSCIUTTO DI PARMA DARJEELING PARMA STILTON 未

文書番号／登録番号 2014629 2162741 1060071 　
登録日 1996.11.12 2001.8.3 2007.7.24 2007.6.28
産品／指定商品 Ａ類：ハム製品（HAM PRODUCTS） 30類：紅茶(Tea) 29類：豚肉及び豚肉加工製品 29類：
申請人／商標権者 CONSORZIO DEL PROSCIUTTO DI PARMA Tea Board of India CONSORZIO DEL PROSCIUTTO DI PARMA THE STILTON CHEESE MAKERS
管理者（Authority/
Control Body）

その他の記載事項

THE CERTIFICATION MARK IS USED BY
PERSONS AUTHORIZED BY THE CERTIFIER
TO CERTIFY THE REGIONAL ORIGIN OF THE
PRODUCT TO WHICH THE MARK IS APPLIED.

Proceeding because of distinctiveness acquired
through use.
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